
（様式２）学園・学校評価市教委報告用

７三鷹中原小第95号

令和８年 ２月２６日

三鷹市教育委員会　様

校長　　佐藤　勇人

（公印省略）

取組 成果 所見

コ

ミ
ュ

ニ

テ
ィ

・

ス

ク
ー

ル

の

運

営

・学園の教育活動をより充実させ

るため、学園の教員同士、教員と

CS委員・地域が協働を図る。

・学園の児童・生徒に多様な学び

や経験の場をつくる。

・児童・生徒の主体的な地域行事

等への関わりを促し、地域を大切

に思う気持ちとボランティアマイ

ンドの醸成を図る。

・CSについて教職員の理解が概ね

進展しており、 自分たちと関わり

のある取組みに関しては理解度が

高く、学校と地域が協働する基盤

が着実に形成されつつある。特

に、地域に支えられた教育活動の

価値を教職員が実感している。

・児童・生徒の多様な学びや経験

の場となっているCS主催行事や地

域行事の多くが休日に実施されて

いるため、教職員が児童・生徒の

様子を実感できる機会が少ない。

・学校行事等へのCS委員の参加率

を高めたい。

・地域行事への参加体験を初任者

研修の単位として扱うなど、可能

なものは教員にとって意義ある研

修と結びつけ、地域との関わりの

きっかけとする。

・行事等の予定を早期に広報する

とともに参加依頼し、CS委員・地

域住民が参加しやすい環境を整え

る。

コ

ミ
ュ

ニ

テ
ィ

・

ス

ク
ー

ル

の

運

営

・家庭・地域、多様な経験や専門

性をもった人財、関係機関等と連

携して、学校・学園の教育活動を

より充実させるとともに、学校を

核としたスクール・コミュニティ

の実現に取り組む。

・コミュニティ・スクール委員会

において、学校経営や教育課程に

ついての協議を推進し、保護者・

地域からの学校の教育活動に対す

る理解をより深める。

・鷹南会やおとな熟議での交流等

により、保護者・地域の願いにつ

いて、教員が理解を深めるように

する。

・中原小学校の地域連携の実践を

一覧として、見直しと改善を行い

ながら確実に実施する。

・教員が地域行事やCSおとな熟議

に参加し、地域の方とつながりを

もつようにする。

・上記を含む学校の取組みについ

て、CS委員会での関係者評価を適

正に受けられるよう働きかけてい

く。
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　中間報告に示したとおり、勤務

時間内の取組みには、特別な事情

がない限り教員は出席している。

２学期以降も「鷹南コンサート」

やオヤジの会主催のキャンプ、あ

おやぎ公園での催しにも、数多く

ではないものの、数名の教員が参

加して児童へ声をかける姿が見ら

れた。数値としての取組み・成果

指標は達成できなかったが、コ

ミュニティ・スクール運営に関す

る趣旨は理解されていると考え

る。なお、ＣＳ委員会について１

８項目の質問をしたところ、熟議

や授業サポート、運営協議会な

ど、自分たちと関わりがある項目

への理解は進み、９０％近くの教

員が理解していた。

中間評価のコメントにもあるが、

休日のイベントも多いため参加率

ではない指標で良いと思う。先生

方が観に来てくれるのは子どもた

ちの励みではあるが、先生方のご

都合・ご家庭を優先に、無理のな

い範囲で参加いただける時に観に

来て頂いたり、後日子どもたちか

ら感想を聞くなどして地域イベン

トの振り返りをしていただくだけ

でも充分と思います。

小

・

中

一

貫

教

育

校

と

し

て

の

教

育

活

動

・児童・生徒双方の学びになるよ

う内容や質を重視した学園行事や

学園交流を実施する。

・学園として一体感をもって児

童・生徒が交流を深められるよう

にする。

・小→中の円滑な接続につながる

交流行事を効果的に実施すること

ができ、中学教員の90％、児童の

90％、生徒の85％が交流の意義を

肯定的に捉えており、小・中の円

滑な接続に一定の成果が見られ

た。

・乗り入れ授業について、中原小

⇔五中は、体育を除き相互実施で

きているが、東台小から五中への

乗り入れが実施できていない。(五

中から東台へは国語と特支が乗り

入れ実施)

・小・小、小・中とも交流が充実

してきているが、一部の児童・生

徒の交流に留まっている。

・市教委と連携して市費講師の確

保を行い、２校の小学校との相互

乗り入れ授業を確実に実施する。

・全学年・全児童・生徒が継続的

に関われる交流の在り方を整理・

改善していく。

小

・

中

一

貫

教

育

校

と

し

て

の

教

育

活

動

・小・小交流及び小・中一貫教育

を一層充実させ、学校全体として

の教育力を高める。

・小・小及び小・中交流行事・学

習並びに乗り入れ授業の確実な実

施により、学校・学園での多様な

学びを提供する。

・小・中一貫カリキュラムの効果

的な活用により、系統性のある指

導を行う。

・小・中一貫ＣＯによる、交流行

事・学習等の一覧化と周知、乗り

入れ授業の確実な実施を行い、検

討課題を次年度へ提案できるよう

にする。

・小・中一貫カリキュラムを授業

に活用する。特に、観察授業、研

究授業等では、その活用について

明記する。
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　乗り入れ授業実施率は、教員の

休暇（弔休）以外はほぼ実施し、

１学期終了時７５％からトータル

８８％まで上げることができた。

学園合同行事や小小交流行事も円

滑に実施できた。コーディネート

担当の教員の尽力により、次年度

へ向けての課題もまとめていると

ころである。４～６年生の児童に

アンケートを実施したところ、９

１．９％の児童が、交流行事に対

して「楽しかった」と肯定的な受

け止めをしている。今後も内容を

工夫するとともに、様々な関わり

のなかで児童を育てられるよう協

働体制を維持していきたい。

妥当である。

（

知
）

確

か

な

学

力

・全ての児童・生徒に確かな学力

を身に付けさせるため、個別最適

な学びと協働的な学びの一体的な

充実を図る。

・全教員が当事者意識をもって参

加する学園研究を実施する。

・学園全体として、ICTを活用した

学びの推進により、児童・生徒が

自ら考え取り組む姿勢が育成され

ている。特に、自己調整力の育成

を意識した授業づくりもすすみ、

児童・生徒の肯定的評価や、学力

調査における一定の成果が見られ

る。

・ICTや生成AIの活用については、

学園としての一貫した方針・ルー

ルの整備と教員が継続的に学ぶ体

制づくりが求められる。主体的・

対話的な学びを基盤とし、深い学

びを一層意識した授業改善と、

個々へのきめ細かな支援をさらに

充実させていく必要がある。

・全国学力調査の平均正答率等を

指標とし、学園研究・校内研究に

おいて「個別最適な学びと協働的

な学びの一体的な充実を図る」こ

とを目標とした取組を推進する。

（

知
）

確

か

な

学

力

・すべての児童に学習の保障を目

指した教育活動を推進し、学習意

欲の向上を図る。

・発達段階に応じた自律的な学び

を促す。

・自己調整力の育成に向け、児童

の学習意欲を引き出す授業づくり

に取り組む。

・学習のつまずきに気付き、解決

していく学習機会を設定する。

・自己調整力の育成に向けた校内

研究・学園研究に取り組み、各教

員が具体的な方策を提案していく

よう授業作りを行い、実践を共有

する。

・「中原計算チャレンジ」を全校

で実施し、つまずきに応じた対応

を組織で確認して、その解消に取

り組む。
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　全教員が、観察授業や研究授業

などをとおして、学習意欲を引き

出す提案を示すことができた。成

果としては、９５．５％の児童が

「自分の考えをもって学習に取り

組めた」の問いに肯定的に回答し

ている。また、全国学力学習状況

調査（６年生）における本校の平

均正答率は、国語・算数ともに東

京都の平均を上回っており、昨年

度との経年比較でも、東京都平均

の変化と比較すると好成績であ

る。自ら取り組もうとする意欲の

育成は功を奏し始めていると考え

る。個々の児童への対応も充実さ

せて、今後も学力の定着を図って

いく。

妥当である。

「

人

間

力
」

「

社

会

力
」

の

育
成

コ

ミ
ュ

ニ

テ
ィ

・

ス

ク
ー

ル

を

基

盤

と

し

た

小

・

中

一

貫

教

育

の

推

進

知

・

徳

・

体

の

調

和

の

と

れ

た

三

鷹

の

子

ど

も

を

育

て

る

教

育

活

動

の

充

実

取組

項目

学校の経営目標
（中期目標）

今年度の重点目標
（単年度目標）

学園評価　※学園内で統一記述

※今年度、明らかになった課題のうち、特に次年度の重点とする重点課題

①小⇔中の乗り入れ授業を確実に実施し、小学校から中学校への円滑な接続
の土台とする。
②小学校１年生から系統的・段階的な小・小交流を継続することで、６年生
での合同自然教室や小・中交流活動の充実度を高め、９年間を見通した小・
中一貫教育を推進する。
③一人ひとりを大切にする学園・学校風土を醸成する。

①前年度内に各校のニーズ・実状等に応じて実施教科およ
び人選についての相談を進め、市教育委員会と連携して後
補充市費時間講師の確保に早期に着手する。
②３校の一貫教育コーディネーターを中心に学園教員が連
携して９年間の基本交流計画を立案・実施する。
③安心できる居場所となるよう校内支援教室における支援
体制を整備する。

※来年度の重点課題を解決するための改善方策

学校評価　※学校ごとに記述

記

標記の件について、下記のとおりご報告いたします。

令和７年度　鷹南学園　三鷹市立中原小学校　学園・学校評価報告書

今年度の重点目標を
達成するための具体的方策

学校関係者評価
自己評価

①「コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育」の確実な周知と実施

②児童同士が互いを尊重し、安全な安心して過ごせる学校風土を醸成する。

③自己調整力の高まりを目指した授業改善

①実施方策の周知による教職員の合意形成、相互乗り入れ授業の確実な
実施、小・小交流活動の質と量の向上、児童・生徒会の交流の流れを学
園全体に浸透
②校内支援教室やむらさき教室等支援の体制をより充実、人権教育の理
念を基盤とした道徳教育の推進
③学園研究と校内研究の一体的な充実、対話による研修受講の奨励

※今年度、明らかになった課題（学校関係者評価を経て記述） ※来年度の改善方策（学校関係者評価を経て記述）

取組

項目
今年度の重点目標 成果 課題 改善策



（

徳
）

豊

か

な

心

・不登校の未然防止のための効果

的対策とともに、不登校児童・生

徒の居場所づくりと学校・地域と

のつながりづくりを推進する。

・いじめや問題行動が発生しづら

い、安全・安心な学校風土の醸成

を目指す。

・自分のことも、他の人のことも

大切にできる児童・生徒を育成す

るために人権教育を充実させる。

・丁寧な連絡や連携により、安

心・安全な学校生活を実感してい

る児童・生徒、保護者が多数を占

めている。不登校対応や人権教育

等の取組みにより、他者尊重の意

識が育まれ、学校生活の安定につ

ながっている点は、大きな成果で

ある。

・不登校や人間関係に困難を感じ

る少数の児童・生徒への支援は引

き続き必要である。校内体制の定

期的更新や関係機関との連携によ

る支援の充実が求められる。ま

た、人権教育や道徳教育、家庭と

連携した丁寧な対応等を一層深化

させることも必要である。

・教職員が入れ替わっても安心・

安全な学校・学園風土は不変であ

るよう人権教育、道徳教育をさら

に充実させるべく組織的に取り組

んでいく。

・複数の相談窓口を用意し、丁寧

に広報することで、児童・生徒・

保護者が心配事や悩み事を気軽に

相談できる環境を整えていく。

（

徳
）

豊

か

な

心

・安心・安全な学校環境を整え、

児童に健やかな心と体と豊かな社

会性を育てる。

・人権教育を基盤とした道徳教育

の充実と一致協力した生活指導に

より、自他を尊重する意識を育て

る。

・通常の学級や校内通級教室、不

登校支援教室などの環境整備を行

い、心理的安全の保障につなげ

る。

・児童同士の交流活動を充実さ

せ、より良い人間関係の構築を目

指す。

・「中原人権週間」や道徳教育、

ふれあい月間での具体的な取組み

を確実に実施する。

・教室等の環境整備と情報共有の

システムづくり及び支援委員会で

の情報共有を確実に行う。

・縦割り班活動や小・小交流、地

域との連携学習など、他者と共に

学ぶ機会を設定して実施する。
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　人権週間及びふれあい月間での

具体的な取組みは、すべて実施で

きている。ただし、教員の自己評

価は厳しく、満足度が４点法の

２．９５と、やや否定的である。

一方で、「安心して学校に通えて

いる」と回答している児童の割合

は、９６．３％に上り、ふれあい

アンケートの結果から見る学校に

不安をもっている傾向が見られる

児童は、全校の２～４％であっ

た。このことから、一定の成果は

上がっていると見られるが、すべ

ての児童がそう思えるように、今

後は、人権教育の理念を基盤とし

た道徳教育の充実をより一層推進

していく。

妥当である。

（

体
）

健

康

・

体

力

・運動会・マラソン期間(小学校)、

体育大会・駅伝大会・スポーツ大

会(中学校)などの体育的取組みにお

いて、児童・生徒の意欲を引き出

し、主体的に体力を高めようとす

る態度を育てるとともに、仲間と

協力して目標を達成する喜びを味

わわせる。

・応援団(小学校)、体育委員会(中

学校)等の主体的な活動により、

リーダーシップ・フォロワーシッ

プの育成を図るとともに、係活動

などで集団に貢献することに喜び

を感じられる児童・生徒を育て

る。

・主体的に運動や行事に取り組む

場を通して、体力向上や意欲の高

まりが見られる。部活動や日常的

な運動についても、見通しをもっ

て取り組める環境が整い、家庭と

連携した健康づくりを進めること

もできている。

・体育・健康づくりに関する取組

の方針や成果の共有を一層徹底す

る。猛暑や工事等の影響を踏ま

え、安全に配慮しながら体力向上

を図る方法や環境設定、時期や内

容の工夫を、今後さらに検討・充

実させていく。

・部活動ガイドラインを遵守し、

安全で適切な部活動を推進してい

るが、種目の特性や自身の適性に

ついて理解が不足した状態で入部

し、不適応を起こす生徒がいる。

・小学校での体力向上のための週

間、中学校での体育大会期間にお

ける児童・生徒主体の取組をさら

に充実・発展させていく。

・6年生対象の部活動体験が有効な

経験となるよう小・中の事前連携

を深化させるとともに、中学校の

部活動を小学生・保護者に周知す

る機会を増やす。

（

体
）

健

康

・

体

力

・児童が心身ともに健康な生活を

送る基礎の醸成を図る。

・心身の健康について、発達段階

に応じた自己管理をできるよう、

意識させるようにする。

・体育指導の充実と日常的な体力

づくりにより、体力向上と運動へ

の意識を育てる。

・児童が自己の健康について関心

をもち、より良い生活を送ろうと

する態度を育てる。

・体力テストの結果に基づく体育

の授業改善を行うとともに、家庭

でできる運動を紹介して日常化を

図る。

・学期ごとの運動強化期間や休み

時間の外遊びを奨励し、運動に親

しむ態度を育てる。

・「すこやか調べ」の実施とその

分析により児童に自分の健康状態

や生活習慣の見直しをさせる。
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　授業改善に取り組んだと回答し

た体育担当教員は、８０％（教科

担任制実施のため１５名中１２

名）。改善の方針を全校で確認す

ることも必要。日常的な取組み

は、①柔軟性に着目し、家庭で取

り組めるようにした「中原スト

レッチ」②敏捷性に着目し、休み

時間に取り組めるようにした「氷

鬼ウィーク」である。８５．１％

の児童が「取り組めた」と回答し

た。「すこやか調べ」を通して生

活の見直しを「できた」と回答し

た児童は８３．９％。なお、中原

ストレッチの取組みにより全学年

の柔軟性が上昇し、体力テストの

項目が半分以上、都の平均を上

回った。（R6→R7）

妥当である。体力向上の取組み

は、今後も日常的に進めてほし

い。

・地域人財との連携、地域資源を

活用した教育活動をさらに充実さ

せる。

・小・小交流、小・中交流の充実

によって、学園全体の一体感を高

める。

・キャリア教育および校外学習な

どにおいて、キャリア・アントレ

プレナーシップの視点に基づいた

体験活動を計画・実施し、児童・

生徒が主体的に社会に貢献してい

こうとする意欲を高める。

・体験的行事を核に、主体的・探

究的な学びが定着しつつある。

キャリア・パスポートの活用や地

域との連携した学習、キャリア・

アントレ教育などにより、「社会

とつながる学び」が系統化され

て、表現力や協働力へもつながっ

ている。

・発達段階や生活指導上の配慮を

踏まえつつも、実態に応じた計画

と、その確実な実施を、学園とし

て共有・徹底する。小・中一貫の

視点で、児童・生徒の自主性・探

究性をさらに伸ばすため、地域と

の連携や学びの系統性をより明確

にする。

・小学校での「職業人の話」や中

学校での「職場体験」「上級学校

調べ・訪問」などを系統的に計

画・実施するとともに、キャリ

ア・パスポートの活用方法等につ

いて学園教職員で共有し、より有

効な活用につなげていく。

特

色

あ

る

教

育

活

動

・地域の特色を生かした教育の充

実と自己調整力の育成により、児

童に学校や地域への所属感・愛情

を育て、意欲的な学校生活を送れ

るようにする。

・保護者・地域と協力体制を熟議

により強化するとともに、地域の

良さを取り入れた教育活動を充実

させる。

・児童自身が学校生活に意欲的に

取り組めるように、目標と手だて

を意識して取り組む場面を数多く

設定する。

・キャリア・パスポートを活用し

て、児童自身が目標・取組み・振

り返りを行う習慣を身に付けられ

るようにする。

・学習活動や行事で、児童が主体

となる機会を設定して実施する。

・地域の良さを生かした学習や、

総合的な学習の時間の長期休業中

における探究活動を設定して実施

する。

2 4

　児童主体の活動実施率８０％以

上と回答した教員は半数以上。一

方で極めて低い回答もあったた

め、全体としては７５％程度にと

どまった。生活指導や発達段階の

視点からの未実施と考えられる

が、①実態に合わせて計画する

②計画したことは実施する　を確

認したい。キャリア・パスポート

などは全体で実施できている。自

主的な取組みは、より大切に次年

度取り組んでいく。児童のアン

ケートからは、８６．５％が「振

り返りを活かして次のめあてをも

ち、学校生活を過ごしている」と

答え、８９．２％が「中原小や地

域の方が好きだ」と回答し、意欲

が感じられた。

妥当である。

喫
緊

の

課
題

・地域人財やサポートスタッフと

の連携、ICT環境の整備による業務

の効率化、行事や会議の精選や見

直しを実行し、教職員の時間的・

事務的負担を軽減し、授業準備や

児童・生徒と向き合う時間を十分

に確保できるようにする。

・ICTやDXの推進、教科担任制・

支援員の活躍等により、校務の効

率化と教育活動の質の向上が進ん

でいる。研修等の機会確保は、や

りがいの醸成にもつながってい

る。数値面でも一定の改善が見ら

れ、保護者からも取組が評価され

ている。

・働き方改革の効果の実感には個

人差があり、十分に感じられてい

ない層が一定数存在する。学園全

体での共通理解と計画的・継続的

な推進が求められる。また、DXや

体制整備を進める中で、持続可能

性を意識した運用とさらなる業務

精選が今後の課題である。

・引き続きサポートスタッフやボ

ランティアの活躍、ICT活用、ペー

パーレス化、部活動指導員の確保

等を推進し、教職員が児童・生徒

と向き合う時間の確保につなげる

とともに、土曜授業の振替休業日

の設定や休暇取得の促進によって

教職員が休養できる時間の確保に

努める。

働

き

方

改

革

・教職員の業務の効率化と充実を

図り、心身ともに健康でいられる

ような職場風土の醸成に努める。

・教員が本来業務に注力するとと

もに、自己のキャリア形成に意欲

的に取り組めるようにする。

・教員の心理的・物理的負担感の

軽減のために、教員同士がより連

携・協働できる体制を作る。

・学校支援ボランティアとのより

積極的な連携により、保護者・地

域の教育活動への理解を深め、協

働体制を強化する。

・教科担任制・学年担任制の実態

に応じた実施により、教員が効果

的な学習指導を行えるようにす

る。

・学校支援ボランティアのこれま

での実績を校内で共有して、年間

を見通した計画を立てて実施す

る。

・自己申告の面談で、課題の明確

化と研修受講の奨励を行うととも

に、心身の状態について確認す

る。
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　教員の研修受講、自己啓発への

取組みは、全員が実施できた。自

らの能力伸長を感じ、職へのやり

がいを感じるよう、今後も奨励し

ていく。教科担任制や学校支援ボ

ランティアの活用とそのことによ

る校務の効率化は、多くの教員が

感じており、取組みが肯定的評価

８８．０％（指数平均は3.20）、

成果が肯定的評価８７．５％（指

数平均3.29）であった。なお、時

間外勤務の実態は、昨年度の同時

期との比較で、４５時間超教員の

割合３５．９％→３１．７％と

４．２％減少、時間外勤務の平均

時間も、１２分２８秒→１０分３

８秒へ減少している。

妥当である。

「

人

間
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社
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